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１．はじめに
　本稿は、日中韓特許庁による「日中韓の審判実務
の比較研究（無効審判）」における主要な論点につい
て、複数回に分けて紹介し、考察を行うものである。
今回は、「日中韓の審判実務の比較研究（無効審判）」
の経緯と概要（全体像）のほか、日中韓の無効審判
制度の特徴点などについて説明を行う。
　

２．日中韓の審判実務の比較研究の経緯
　 日 本 国 特 許 庁（JPO）、 中 国 国 家 知 識 産 権 局

（SIPO）、韓国特許庁（KIPO）は、2001年より日中
韓特許庁長官会合を毎年、開催し、三庁間の協力や
三庁が直面する共通の課題の解決に向けた意見交換
を行っている。
　2009年３月、第８回日中韓特許庁長官会合にお
いて、特許審査協力のための枠組みとして、特許
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審 査 専 門 家 部 会（Joint Experts Group of Patent 
Examination：JEGPE）を設置することが合意され、
特許審査専門家部会において、「法令・審査基準の
比較研究」及び「事例研究」を実施することが合意
された。
　この合意を受けて、日中韓特許庁では、「進歩性」、

「新規性」、「記載要件」、「補正要件」について、「法
令・審査基準の比較研究」及び「事例研究」を実施し、
その結果を報告書として公表した。

　これに対して、2012年11月の第12回日中韓特許庁
長官会合において、日中韓の審判部門における実務
者レベルの議論を行うことが合意されたことを受
け、日中韓審判専門家会合（Joint Experts Group of 
Trial and Appeal：JEGTA）が設置された。その後、
2013年８月に、第１回日中韓審判専門家会合が開催
され、審判実務の比較研究を行うことが合意された。
　この合意を受けて、日中韓特許庁では、「拒絶査
定不服審判」に関する比較研究が実施され、2014
年にその結果が報告書として公表された。その後、
2016年９月に開催された第４回日中韓審判専門家会
合において、比較研究のテーマとして「特許無効審
判」が採り上げられ、2016年12月、その結果が「日
中韓における審判実務の比較研究（無効審判）」とし
て公表されたところである。
　

３．日中韓の審判実務の比較研究（無効審判）
の概要

　日中韓の審判実務の比較研究（無効審判）が実施
された背景として、近年、企業の経済活動のグロー
バル化が進む中で、様々な国において企業が訴訟に
巻き込まれるケースが増えてきている点が示され
ている。すなわち、特許侵害訴訟の対抗手段として、
外国企業が様々な国で無効審判を利用する必要性が
生じている。このため、日中韓の審判実務の比較研

究（無効審判）では、各国の法律面における単なる
制度の比較にとどまらず、ユーザーの目線から見た、
各国の無効審判制度の使いやすさや、運用上の相違
に着目して、様々な特徴点を見出すことを目的とし
たことが示されている。
　なお、日中韓の審判実務の比較研究（無効審判）
の全体像は、以下のとおりである。

第１章　ユーザーから見た各国の制度や運用に
ついての特徴点と対比
１．攻撃方法と防御方法の機会について 
２．書類提出方法について
３．口頭審理に関する実務について 
４．審決の予告について 

第２章　各庁の制度や運用についての対比表 
第３章　各国の特許無効審判制度の概要 

１．日本
１.１　審判部の構成
１.２　特許無効審判制度の概要
１.３　訂正の請求について
１.４　口頭審理について
１.５　特許無効審判から裁判への流れ

２．中国 
２.１　審判部の構成 
２.２　無効宣告請求制度の概要 
２.３　無効宣告手続における専利書類の補

正（訂正）について 
２.４　口頭審理について 
２.５　専利無効宣告請求から裁判までの流

れ
３．韓国 

３.１　審判部の構成 
３.２　特許無効審判制度の概要
３.３　訂正の請求について
３.４　口頭審理について 
３.５　特許無効審判から裁判への流れ .

４．日中韓の無効審判制度の特徴点
　ここでは、日中韓の無効審判制度の特徴点につい
て、「攻撃と防御の機会」、「書類提出方法」、「口頭
審理に関する実務」、「審決の予告」の観点から紹介
する。

日中韓の審査実務の比較研究の経緯
法令・審査実務の

比較研究 事例研究

進歩性 2010年12月公表 2011年12月公表
新規性 2012年11月公表 2012年11月公表

記載要件 2013年11月公表 2015年4月公表
補正要件 2015年4月公表 2015年12月公表


